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消 表 対 第 ３ ６ ７ 号 

平成２４年９月１０日 

 

株式会社アビバ 

 代表取締役 田中 良一 殿 

 

 

                    消費者庁長官  阿南 久 

（公印省略） 

 

 

不当景品類及び不当表示防止法第６条に基づく措置命令 

 

 

貴社は、貴社が経営する「アビバ」と称する店舗において提供する資格取得対策の役務

（以下「本件役務」という。）の取引について、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７

年法律第１３４号。以下「景品表示法」という。）第４条第１項の規定により禁止されてい

る同項第２号に規定する不当な表示を行っていたので、同法第６条の規定に基づき、次の

とおり命令する。 

 

１ 命令の内容 

(1) 貴社は、資格取得対策用に開設した「日商簿記３級講座」及び「医療事務合格パッ

ク」（以下「本件講座」という。）の受講生の募集に係る表示に関して、次に掲げる事

項を速やかに一般消費者に対し周知徹底しなければならない。この周知徹底の方法に

ついては、あらかじめ、消費者庁長官の承認を受けなければならない。 

ア 貴社は、平成２４年１月１０日から同年４月２日までの間、新聞販売店を通じて

一般日刊紙に折り込んで配布したチラシ（以下「新聞折り込みチラシ」という。）に

おいて、「日商簿記３級講座 通常１６，７００円（税込） ９，８００円（税込）」，

「医療事務合格パック 通常７６，０００円（税込） ４６，０００円（税込）」と

記載するなど，本件講座の料金に、当該料金を上回る「通常」と称する価額を併記し

ていたこと。 

イ 実際には、本件講座を最近時において「通常」と称する価額で提供したことはな

かったこと。 

ウ 前記アの表示は、本件役務の取引条件について、実際のものよりも取引の相手方

に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示であり、景品表示法に違反するも

のであること。 

別 添 



  

２ 

(2) 貴社は、今後、本件役務又はこれと同種の役務の取引に関し、前記(1)記載の表示と

同様の表示が行われることを防止するために必要な措置を講じ、これを自社の役員及

び従業員に周知徹底しなければならない 

(3) 貴社は、今後、本件役務又はこれと同種の役務の取引に関し、前記(1)記載の表示と

同様の表示を行うことにより、当該役務の取引条件について、実際のものよりも取引

の相手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示をしてはならない。 

(4) 貴社は、前記(1)に基づいて行った周知徹底及び前記(2)に基づいて採った措置につ

いて、速やかに文書をもって消費者庁長官に報告しなければならない。 

 

２ 事実 

(1) 株式会社アビバ（以下「アビバ」という。）は、名古屋市中区丸の内一丁目１０番２

９号に本店を置き、各種資格取得のための企画及び指導その他各種教室の経営等を営

む事業者である。 

(2) アビバは、新聞折り込みチラシ等において本件講座の受講生の募集に関する広告を

掲載しているところ、これら広告の表示内容を自ら決定している。 

(3)ア アビバは、本件講座の受講生の募集に当たり、平成２４年１月１０日から同年４

月２日までの間、新聞折り込みチラシ（別添写し）において、「日商簿記３級講座 通

常１６，７００円（税込） ９，８００円（税込）＊別途、教材費が必要となりま

す。＊２０１２年１月３１日（火）まで」、「医療事務合格パック 通常７６，００

０円（税込） ４６，０００円（税込） ＊別途、教材費が必要となります。 ＊

２０１２年１月３１日（火）まで」と記載するなど、本件講座の料金に、当該料金

を上回る「通常」と称する価額を併記していた。 

イ 実際には、アビバは、本件講座を最近時において前記アの「通常」と称する価額

で提供したことはなかった。 

 

３ 法令の適用 

前記事実によれば、アビバは、本件役務の取引条件について、実際のものよりも取引

の相手方に著しく有利であると一般消費者に誤認されるため、不当に顧客を誘引し、一

般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認められる表示をし

ていたものであり、この表示は、景品表示法第４条第１項第２号に該当するものであっ

て、かかる行為は、同項の規定に違反するものである。 

 

４ 法律に基づく教示 

(1) 行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第５７条第１項に基づく教示 

この処分について不服がある場合は、行政不服審査法第６条の規定に基づき、この

処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、書面により消費者庁



  

３ 

長官に対し異議申立てをすることができる。 

(2) 行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項に基づく教示 

訴訟により、この処分の取消しを求める場合は、行政事件訴訟法の規定により、こ

の処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、国（代表者法務大

臣）を被告として、この処分の取消しの訴えを提起することができる。 

（注１） この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であって

も、この処分の日から１年を経過すると、この処分の取消しの訴えを提起す

ることができなくなる。 

（注２） 異議申立てをして決定があった場合には、この処分の取消しの訴えは、そ

の決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起するこ

とができる。ただし、その決定があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内であっても、その決定の日から１年を経過すると、この処分の取

消しの訴えを提起することができなくなる。 

 

  



  

４ 

【平成２４年１月１０日に配布した新聞折り込みチラシ】 

 

 

【平成２４年２月６日に配布した新聞折り込みチラシ】 

 

 

【平成２４年３月５日に配布した新聞折り込みチラシ】 

 

 

別添写し 



  

５ 

【平成２４年４月２日に配布した新聞折り込みチラシ】 
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